国家公務員と地方公務員に係る精神疾患等の公務上災害の認定指針比較
	
	国家公務員
	地方公務員

	認定の要件
	· 精神疾患の発症前おおむね６か月の間に、医学経験則
に照らし、当該疾患の発症原因とするに足る強度の精神的又は肉体的負荷を業務（一般的には業務上の諸事象が重積）により受けたことが認められること。
· 精神疾患の発症には複数の負荷が複合的に影響してい
る可能性があることから、事実関係の確認、業務負荷の 具体的な調査に当たっては、別表「公務に関連する負荷の分析表」（以下「別表」という。）を参考に、原因となり得る出来事等を十分に洗い出し、多角的な検討をすること。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


○ 発症前おおむね６か月間の業務負荷について検討すること。精神疾患の発症前おおむね６か月間の業務に関して、精神的又は肉体的な負荷について検討すること。なお、過重な負荷を伴う業務が６か月より前から続いている場合には、その点に留意して検討すること。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	次のいずれかに該当すること。
· 自殺前に、公務に関連してその発生状態を時間的、場所
的に明確にしうる異常な出来事・突発的事態に遭遇したことにより、驚愕反応等の精神疾患を発症していたことが、医学経験則に照らして明らかに認められること。
· 自殺前に、公務に関連してその発生状態を時間的、場所
的に明確にしうる異常な出来事・突発的事態の発生、又は行政上特に困難な事情が発生するなど、特別な状況下における職務により、通常の日常の職務に比較して特に過重な職務を行うことを余儀なくされ、強度の肉体的過労、精神的ストレス等の重複又は重積によって生じる肉体的、精神的に過重な負担に起因して精神疾患を発症していたことが、医学経験則に照らして明らかに認められること。この場合において、精神疾患の症状が顕在化するまでの時間的間隔が、精神疾患の個別疾病の発症機序等に応じ、妥当と認められること。


	ストレス認定に際して、被災職員と他の職員との比較の考え方
	○ 職種、役職、業務経験等が被災職員とおおむね同じである職員を基準とする。その場合、業務処理の適応性について個人差があり、特段の勤務軽減を必要とせずに日常的な業務を支障なく遂行できる程度の一般的な者を基準とする。
○ 同じ業務に従事した場合であっても、業務経験、業務知識の差により受ける負荷の過重性には差が生じ得るため、その事情のあることを前提とする。
	○「強度」の肉体的過労、精神的ストレス等の有無については、被災職員と職種、職等が同等程度の職員との対比において客観的に判断する


	「業務負荷の分析を行う着眼点（別紙）」（国家公務員）
地方公務員においては、
「強度の肉休的過労、精神的ストレス」等にあたる事態、状況等の事例

	○「公務に関連する負荷の分析表」を用いた業務負荷の分析に当たっての留意点。
別表の「出来事例」を参考に業務に関する出来事を洗い出し検討すること。
　　　　　業務に関する出来事について、別表の「業務負荷の類型」欄の類型ごとに、同表の「出来事例」欄に掲げる出来事例を参考にして洗い出し、その業務負荷の程度について検討すること。
　　 特に、制度の創設、事故への緊急的な対応などの業務に従事した場合には、日常的に慣れた負荷とは異なる、過重な負荷を受けた可能性があることから、　　　具体的な検討を行うこと。
         なお、別表の「出来事例」は例示であるので、これらを行っていたことが直ちに公務起因性があると認められるものではないが、個別事案の判断に当たっては、「出来事例」及び「過重な負荷となる可能性のある業務例」を参考としながら、「業務負荷の類型」ごとに「着眼する要素」について検討を行うこと。
ウ　別表の「着眼する要素」を参考に多面的に負荷を分析すること。
      業務負荷の過重性の判断に当たっては、例えば、業務の内容であればその難易度、精神的緊張、責任の軽重、強制性、裁量性の有無など、様々な角度から検討が必要となることから、負荷の過重性の分析に際しては、別表の「着眼する要素」欄に掲げる事項を参考に多面的な検討を心がけること。
　○超過勤務等について
ア　過重性検討の考え方
        　 超過勤務の分析に当たっては、超過勤務の時間数だけでなく、超過勤務の必要性、勤務の密度及び内容、時間帯、不規則性、実質的な睡眠時間の確保等の事情を総合的に検討する必要がある。
     　   精神疾患の発症前６か月間に、公務上の必要により期間の限られた業務を集中的に処理するなどのため、週数十時間にまで及ぶ超過勤務を４週間以上にもわたって行った場合には留意すること。
イ　発症の時期と超過勤務
　 超過勤務時間の増加は精神疾患の発症による勤務能率の低下に伴うものであることもあり得ることから、精神疾患の発症の時期と超過勤務の増加の関係についても十分注意する必要がある｡
ウ　超過勤務等の負荷の過重性を検討する視点
(ｱ) 超過勤務、深夜勤務、休日勤務については、超過勤務等命令簿による時間数、時間帯だけに着眼するのではなく、職場内に限らず被災職員の実際の業務に関連する行動の実態に十分留意すること。
 (ｲ) 超過勤務の負荷の分析に当たっては、その原因、業務の内容、業務の執行体制等の総合的な検討が必要であり、以下の点に留意すること
　 ①　超過勤務を行うことが必要になった原因、事情 特別の出来事への緊急的対応、異動直後の環境変化に伴う影響等
②  超過勤務により行った業務の内容
　 ＊業務の難易度（負荷の強い業務の有無、成否の重大性）
　 ＊処理期限の有無と結果
   ＊超過勤務による対応が必要であった業務の継続期間
　 ＊当時、業務に一定の区切りのつく見通しがあったか否か
③  超過勤務を行った際の執行体制
　 ＊上司の指導、同僚等の応援、協力の有無
	（1）肉体的過労等を発生させる可能性のある事象
ア　1週間程度から数週間程度にわたる、いわゆる不眠・不　　
休の状態下で行う、犯罪の捜査若しくは火災の鎮圧又は、危険、不快、不健康な場所等において行う、人命の救助その他の被害の防禦等
イ　アの職務遂行中における二次災害、重大事故等の発生への対処等
ウ　期限の定められている職務のため数週間程度から1か月程度にわたって行う、特に過重で長時間に及ぶ時間外勤務（週40時間を超える程度の連続）
エ　通常の日常の職務に比較して、特に精神的、肉体的に過重な職務のため、1か月程度以上にわたって行う、過重で長時間に及ぶ時間外勤務（週数十時間程度の連続）
オ　上司、同僚、部下等の事故、傷病等による休業又は欠員の発生等による上記に準ずる、肉体的過労等を生じさせる諸事象
（2）精神的ストレス等を発生させる可能性のある事象
ア　第三者による暴行、重大な交通事故等の発生
イ　組織の責任者として連続して行う困難な対外折衝又は重大な決断等
ウ　機構・組織等の改革又は人事異動等による、急激かつ著しい職務内容の変化
エ　極度のあつれきを生じるような職場の人間関係の著しい悪化
オ　重大な不祥事の発生
カ　その他の上記に準ずる精神的ストレス等を発生させる諸事象
　


「特別な状況下における職務」とは、医学経験則上、強のある職務をいい、例えば、「異常な出来事・突発的事態」の発生時以降の職務又は大規模プロジェクト、制度の創設・改廃、条例の制定・改廃、緊張を強いられる折衝、伝染病・集団食中毒の発生に伴う対応等、通常の日常の職務に比較して、特に困難な職務を行うことを命じられるなどして、当該職務に従事したことがこれに該当する。





「通常の日常の職務」とは、当該職員が占めていた職に割当てられた　職務のうち、正規の勤務時間内に行う日常の職務をいう。�





上記要件について、自殺直前から6ヶ月（特別の事情が自殺の直前から6か月（特別の事情があると認められる場合は、1年）前程度までさかのぼって調査。　





「異常な出来事・突発的事態」とは、医学経験則上、驚愕反応等の精神疾患を発症させる可能性のある異常な出来事・突発的事態をいい、例えば、精神疾患に起因する自殺の直前に発生した爆発物、薬物等による犯罪又は大地震、暴風、豪雨、洪水、高潮、津波その他の異常な自然現象若しくは火災、爆発その他これらに類する異常な状態がこれに該当する。�異常な出来事・突発事態とは、


　











